予防規程　別紙２
地震・津波対策の追加について
東日本大震災を受け｢危険物の規制に関する規則｣第60条の2第1項第11の2号が改正され、地震が発生した場合に加え、地震に伴う津波が発生した場合、又は津波が発生するおそれがある場合の施設や設備に対する点検、応急措置等に関することが、予防規程に定めるべき事項として追加されました。
また、｢危険物施設の地震・津波対策に係る予防規程の策定について｣（平成24年8月21日付け消防危第197号）が消防庁危険物保安室長より通知され、予防規程に盛り込むべき主な事項として、従業員等への連絡方法、従業員等の安全確保等に係る対応、施設の緊急停止の方法、手順等、施設の緊急停止等の実施体制、従業員への教育及び訓練、入構者に対する周知が示されました。
これに基づき、当施設における地震津波対策上必要な事項について、次のとおり現予防規程に追加します。
なお、対策の具体的な行動内容等については別表のとおりとします。
追加する地震・津波対策上必要な事項
１　地震津波情報の収集及び伝達方法
２　従業員及び客等の安全確保、避難に係る対応

３　施設の安全確保及び作業の緊急停止に係る応急措置

４　津波襲来までに時間がかかる場合における施設の応急対策

５　地震津波対策の従業員等への教育訓練
事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　
別表

地震・津波対策の行動内容及び編成
	１　情報の収集伝達
	担当者

	① 情報の収集
	・テレビ、ラジオ等により地震の情報を収集する。

・浸水危険地域は津波情報に注意する。
	

	② 従業員及び客等への伝達
	・直ちに施設内にいるすべての人（従業員及び客等）にその事実を知らせる。
	

	③ 従業員等への連絡方法
	・休日・夜間等で施設・設備の整備及び点検等を行うのに必要な人員が確保できない場合は、他の従業員を速やかに呼び出す。
	

	２　従業員及び客等の安全確保、避難に関する対策
	担当者

	① 安全確保に関する対策
	・人命の安全を確認するため建物内部の人命検索、救助を行い安全な場所に避難誘導する。

・負傷者、被救助者の応急救護にあたる。
	

	② 避難誘導及び避難場所
	・津波警報が発令されたことや津波が発生するおそれがあるときは、津波襲来の切迫性も含めて従業員等へ伝達し、従業員相互に協力し、客等を最寄りの避難場所（　　　　　　　　）まで、安全かつ速やかに避難誘導する。

・津波襲来までに時間がかかる場合は、その旨を客及び従業員等に周知し、客等を安全な場所等に避難するよう指示する。
	

	３　施設の安全確保及び作業の緊急停止に関する応急対策
	担当者

	① 施設の安全確保
	・火気の使用を停止し、ガスの元栓を閉める。
・火災、漏えい、２次災害等の発生危険性を確認する。

・建築物内外の被害状況を確認し、避難口等の開口部を確保する。

・火気使用箇所からの火災発生がないかを確認する。

・電気設備、器具、配線等を確認し、被害を受けたものは通電を遮断するなど安全を確保する。
	

	② 作業の緊急停止
	・給油中の場合は直ちに給油を中止し、ノズルを計量機にセットし施錠する。車両の燃料タンクのキャップを完全に閉める。
・リフトによる注油、洗車作業を直ちに中断し、車両を安全な場所に移動する。
（リフトは下げる。）
・動力電源スイッチを切る。

・ノンスペース式計量器のホースを上げる。
	

	③ 専用タンクへの荷下ろし中における緊急停止
	・荷積み・荷下ろし作業を直ちに中止させる。
・建築物、工作物、電柱等倒壊のおそれのある場所を避け、安全な場所に車両を移動させる。給油取扱所内又は付近の安全な場所を予め設定しておき、そこへ移動を指示する。
・エンジンを切り、バルブ、ハッチ等の点検を行い、閉止状況を確認させる。
	

	４　津波襲来までに時間がかかる場合の応急対策
	担当者

	① 転倒、落下防止対策
	・エンジンオイル、廃油入りドラム缶等は油庫に収納し、転倒防止措置をする。
・リフト室、油庫等の工具等の落下防止措置を確認する。
・販売室、事務室の陳列品、書棚等の転倒・落下防止措置を確認する。
	

	② 車両の安全な場所への移動
	・車両を安全な場所へ移動する。
・防火塀転倒、キャノピー落下を予想し、直下の物品を撤去する。
・給油取扱所内へ出入を禁止する。（ロープを張る等）
	

	③ タンク内の残量
確認及び記録
	・タンク漏れの確認等のため、タンク内の油の残量を確認し、記録する。
・検尺口、注入口のキャップ等の緊結状況を確認する。
	

	５　従業員等への教育・訓練

	大規模な地震や津波による被害の発生の防止又は軽減のために必要な教育・訓練の実施
	・地震が発生した場合に取るべき上記１～４までの措置に関する知識
・予想される地震及び津波に関する知識
・津波危険予想地域、がけ地崩壊危険地域等に関する知識（給油取扱所が危険地域内もしくは近隣にある場合）
・避難場所及び避難路に関する知識

・地震が発生した場合に取るべき上記１～４までの行動訓練


備考１　津波発生時の避難場所の選定は、市が指定する最寄りの津波避難場所とする。
　　２　従業員等への地震津波対策に係る教育・訓練は、従来の予防規程に定める教育・訓練に盛り込み実施すること。
　　３　作成した地震津波対策は現予防規程に定める地震対策の内容に追加するものである。






